
所有者不明⼟地問題への対応
〜⺠法・不動産登記法の改正を受けて〜

司法書⼠ ⽮野 道弘



第１ 所有者不明⼟地等対策の推進に関する基本⽅針
（所有者不明⼟地等対策の推進のための関係閣僚会議）

第２ ⺠法・不動産登記法改正・相続⼟地国庫帰属法
（令和３年４⽉２１⽇成⽴、同⽉２８⽇公布）

第３ 表題部所有者不明⼟地の解決事例から考える
（法改正を受けてどうなる）

本⽇の内容



１ 新しい法制度の円滑な施⾏
２ ⼟地所有者等の責務
３ 地籍調査の円滑化・迅速化
４ ⺠事基本法制（⺠法・不動産登記法等）の円滑な施⾏に向けた準備等
５ 多様な⼟地所有者の情報を円滑に把握する仕組み
６ 所有者不明⼟地等の円滑な利活⽤・管理、⼟地収⽤⼿続きの円滑な運⽤
７ 関連分野の専⾨家等との連携協⼒

第１ 所有者不明⼟地等対策の推進に関する基本⽅針

令和３年６⽉７⽇
所有者不明⼟地等対策の推進のための関係閣僚会議





１ 不動産登記制度の⾒直し
➤相続登記・住所変更登記の申請義務化

２ ⼟地を⼿放すための制度の創設
➤相続⼟地国庫帰属法

３ ⼟地利⽤に関連する⺠法の規定の⾒直し
➤財産管理制度の⾒直し
➤相続制度の⾒直し

第２ ⺠法・不動産登記法

















１ ⾃治会の公⺠館⽤地の取得

２ 寄付を受ける予定の⽤地の登記簿が表題部のみである。

３ 当該⽤地を管理する者は、寄付予定者である。

第３ 事例検討







１ 今までだったら

２ 表題部所有者不明⼟地法の施⾏後は

３ ⺠法改正後は

解決⽅法は









１ 不在者の財産管理⼈選任
・売買契約の締結
・即決和解
・寄付者名義への登記

２ 所有者等の探索状況の確認
・探索の開始に⼊っていないか
・特定不能⼟地管理命令

３ ⺠法改正後は
・所有者不明⼟地管理⼈の選任

解決に当たって





所有者等を特定することができた場合



所有者等を特定することができなかった場合



特定不能⼟地管理命令に基づく特定不能⼟地
管理者の選任



ご清聴ありがとうございました。


